
 

（様式１－３） 

福島県（双葉町）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成３０年１０月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 26 事業名 双葉駅西側地区生活拠点等下水道整備事業 事業番号 (1)-12-3 

交付団体 福島県双葉町 事業実施主体（直接/間接） 福島県双葉町（直接） 

総交付対象事業費 45,614（千円） 全体事業費 1,831,114（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

町域の 96％が帰還困難区域に指定されている双葉町は、「双葉町復興まちづくり計画（第二次）平成 28

年 12 月策定。以下「二次計画」という。）」により、町域の 4％の避難指示解除準備区域から双葉駅周辺の

比較的線量が低い地域にかけてのエリアを「町内復興拠点」と定め、当該エリアを中心に復旧・復興事業

を重点的に進めていくこととしている。 

双葉駅周辺地区は、双葉町・特定復興再生拠点区域復興再生計画（以下「拠点計画」という。）の中心

地区であり、「ＪＲ双葉駅を中心とする町内の低線量区域に「新たな産業・雇用の場」と連携した「新た

な生活の場」の確保と「既成市街地の再生」を推進する」こと等によって帰還環境整備を進め、平成 34

年春頃（JR 双葉駅周辺の一部の区域については平成 32 年春まで）の避難指示解除による住民帰還を目指

す同計画の実現に遅れが生じないよう、迅速かつ着実な整備を進める必要がある。 

このような状況を踏まえ、本事業は、双葉駅西側地区等に、町主導による生活拠点の整備と生活関連サー

ビスの提供に向けた環境整備を先行的に推進することにより、住民帰還や新たな住民の受け皿となる生活

拠点を整備するとともに、新市街地である駅西側と既成市街地である駅東側の歩行者動線を確保しつつ、中

野地区復興産業拠点等と連携した駅東側の駅前広場の再整備等、新たな町の姿に応じた交通結節点となる

施設整備を行うことにより、早期の魅力的な帰還環境整備を図り、双葉町の復興を加速化することを目標と

する。 

事業概要 

双葉駅西側地区等の整備に伴い、必要となる下水道網の整備を行う 

 

当面の事業概要 

【平成 29 年度】 

■基本設計 

二次計画や拠点計画を踏まえ、上下水道管網の基本設計を行う。 

  

上水道管網基本設計費       ： 3,094 千円 

下水道管網（雨汚水分流）基本設計費： 6,437 千円    合計： 9,530 千円 

 

【平成 30 年度～平成 32 年度】 

＜駅西生活拠点・駅東交通広場＞ 

■都市計画、実施設計 

平成 30 年 3月に予定している一団地の福島復興再生拠点施設としての都市計画決定を踏まえ、基

本設計に基づく実施設計の策定、施工を実施する。 

 

   （今回申請分） 

      実施設計費： 45,614 千円 

 

 



 

【平成 31 年度～平成 33 年度】 

＜駅西生活拠点・駅東交通広場＞ 

■実施設計、工事 

  平成 33 年度末頃における生活拠点等の供用開始（災害公営住宅整備事業等による住宅建築含む。）

を目指し、宅地造成・建築工事を進める。 

 

地域の帰還環境整備との関係 

町全域が避難指示区域（内 96％の区域が帰還困難区域）となっている双葉町の復興を推進する上で、ま

ずは町内の避難指示解除準備区域に「働く拠点」を整備し、町への人の流れを生むことが必要不可欠であ

る。その上で、二次計画や拠点計画に基づき、ＪＲ双葉駅の周辺に「生活拠点」の整備を進め、長期的な視

点で順次帰還環境の整備を進めていく必要がある。 

関連する事業の概要 

【中野地区復興産業拠点の整備】 

双葉町の中野地区に、「事業再開や企業誘致の受け皿として、事業用地や共同事業所等」の整備を推

進することにより、双葉町の復興の先駆けとなる復興産業拠点の早期整備を図り、町への人の流れを創

出する。 

【災害公営住宅整備事業】 

  造成した宅地に、帰還する町民の受け皿となる災害公営住宅の整備等を行い、早期の帰還環境整備と

コンパクトな生活拠点の形成を図る。 

【福島再生賃貸住宅整備事業】 

  造成した宅地に、帰還する町民や新規転入者の受け皿となる賃貸住宅の整備等を行い、早期の帰還環

境整備とコンパクトな生活拠点の形成を図る。 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



 

（様式１－３） 

福島県（双葉町）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成３０年１０月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 27 事業名 産業交流センター施設整備事業 事業番号 (6)-47-2 

交付団体 福島県双葉町 事業実施主体（直接/間接） 福島県双葉町（直接） 

総交付対象事業費 3,175,322（千円） 全体事業費 3,682,131（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

町域の 96％が帰還困難区域に指定されている双葉町は、「双葉町復興まちづくり計画（第二次）平成 28

年 12 月策定。以下「二次計画」という。）」により、町域の 4％の避難指示解除準備区域から双葉駅周辺の

比較的線量が低い地域にかけてのエリアを「町内復興拠点」と定め、当該エリアを中心に復旧・復興事業

を重点的に進めていくこととしている。 

二次計画では、町内復興拠点の中でも特に、避難指示解除準備区域であり、かつ、津波リスクが低い中

野地区を「復興産業拠点」として位置付けており、福島第一原子力発電所との近接性等も踏まえ、廃炉・

除染・インフラ復旧等に従事する事業所の先行立地を図るほか、廃炉に関わる研究機関等を誘致すること

としているところ。また、あわせて、当該区域に、就業者を対象とした商業・生活関連サービスを担う事

業者の立地を図るとともに、復興祈念公園との連携も考えながら施設整備を進め、復興産業拠点を、町の

復興の先駆けとなる複合的な機能を持った拠点として整備し、同拠点において平成 30 年頃の企業活動開

始を目指すとした二次計画の実現に遅れが生じないよう、その整備を着実に進めていきたいと考えている

ところ。 

また、中野地区復興産業拠点の成長は、町における雇用の場を確保するとともに、来訪者の増大による

賑わい創出につながることから、避難指示解除準備区域のみならず、特定復興再生拠点を含む町全体の復

興・帰還促進に密接に影響しており、特定復興再生拠点区域と取組みを定める特定復興再生拠点区域復興

再生計画（平成 29 年 8 月）にも関連するものである。 

このような状況を踏まえ、本事業は、中野地区復興産業拠点整備事業として整備する事業用地に、企業誘

致の受け皿となる共同事業所等を整備するとともに、あわせて同地区における就労者等のサポート施設を

整備することにより、双葉町の復興の先駆けとなる復興産業拠点の健全な発展を図り、双葉町の復興を加速

化することを目標とする。 

事業概要 

意欲のある事業者は、被災地での事業開始・再開をするための事業所や付帯施設、従業員向けの福利厚

生施設の整備等を希望しているものの、原子力災害被災地においては事業再開や新規産業の創造の見通し

を立てることが難しく、地域の再生を加速化することの障害となっている。そのため、本事業では、意欲

ある事業者の受け皿となるよう、事業再開や新規事業の開始に必要な共同事業所等を整備するとともに、

あわせて同地区における就労者等のサポート施設として、以下のような機能をもった施設を整備する。 

 

【執務室】 

 ・貸事務室 

・大小の各種会議室 

【福利厚生施設】 

・宿泊施設 

・小売施設 

・飲食施設 

・その他中野地区復興産業拠点における就労者に必要な施設 

【その他】 



 

・外構 

・管理人室 等 

当面の事業概要 

平成 29 年度：基本構想、基本設計・実施設計 

平成 30 年度：実施設計、建築工事着手 

平成 31 年度：建築工事 

平成 32 年度：供用開始 

 

※ 事業用地の整備は、並行して、中野地区復興産業拠点整備事業として実施。 

 

【今回要求額内訳】 

工事費： 3,175,322 千円 

 

＜参考：これまでの交付対象事業費（単年度）＞ 

基本構想策定費 23,986 千円 

基本設計費    53,870 千円 

実施設計費      80,169 千円 

合計： 158,025 千円 

 

 

地域の帰還環境整備との関係 

町全域が避難指示区域（内 96％の区域が帰還困難区域）となっている双葉町の復興を推進する上で、ま

ずは町内の避難指示解除準備区域に「働く拠点」を整備し、町への人の流れを生むことが必要不可欠であ

る。その上で、二次計画等に基づき、ＪＲ双葉駅の周辺に「生活拠点」の整備を進め、長期的な視点で順次

帰還を進めていく必要がある。 

関連する事業の概要 

【中野地区復興産業拠点の整備】 

双葉町の中野地区に、「事業再開や企業誘致の受け皿として、事業用地や共同事業所等」の整備を推

進することにより、双葉町の復興の先駆けとなる復興産業拠点の早期整備を図り、町への人の流れを創

出する。 

 

【ＪＲ双葉駅西側の復興拠点としての都市開発】 

双葉町では、ＪＲ双葉駅西口駅前を中心とするエリアに住宅地の整備を進め、併せて診療所、高齢者

福祉施設、スーパー、飲食店、町内外の町民が交流・滞在できる施設等を整備することにより、これら

のエリアを「生活拠点」として発展させていくことを計画している。 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 
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